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【手続補正書】
【提出日】平成21年7月16日(2009.7.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
機械的な振動により測定対象の表面と検知電極間の静電容量を変化させる容量変化手段と
、前記容量変化手段によって前記検知電極に静電誘導される電荷量を検知する検出手段と
、前記測定対象の表面から前記検知電極に至る電気力線を成形するための電界成形シール
ドと、を備え、
前記容量変化手段は、前記検知電極と磁力受動手段を有した可動部と、磁力発生手段と、
電界遮蔽手段と、を有し、
前記電界遮蔽手段は、前記磁力発生手段で発生する電界と磁界について、磁界は通して前
記磁力受動手段に到達させ、電界は遮蔽して前記検知電極への到達を遮断して前記検出手
段による前記検知を妨げないように構成され、
前記電界遮蔽手段と前記電界成形シールドは同電位に固定され、
前記磁力発生手段で発生する磁界が前記磁力受動手段に駆動力として伝達して前記可動部
を振動させることにより前記機械的な振動を発生させることを特徴とする電位測定装置。
【請求項２】
前記電界遮蔽手段が非磁性の導電体で構成されている請求項１に記載の電位測定装置。
【請求項３】
前記電界遮蔽手段及び前記電界成形シールドと前記検知電極との間の電位差が、前記測定
対象と前記検知電極との間の電位差より小さい請求項１または２に記載の電位測定装置。
【請求項４】
前記電界遮蔽手段と前記電界成形シールドが、前記検出手段の有する電流-電圧変換回路
のグランド電位と同電位である請求項３に記載の電位測定装置。
【請求項５】
前記磁力受動手段が、磁化された硬磁性体、または軟磁性体を含む強磁性体である請求項
１乃至４の何れかに記載の電位測定装置。
【請求項６】
前記磁力発生手段が、電磁コイルである請求項１乃至５の何れかに記載の電位測定装置。
【請求項７】
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前記電界遮蔽手段と前記電界成形シールドが形成する閉じた空間内に、前記磁力発生手段
が配置されている請求項１乃至６の何れかに記載の電位測定装置。
【請求項８】
前記電界遮蔽手段が、前記磁力発生手段の有する配線を保持する支持部材と同材料で一体
に形成されている請求項１乃至７の何れかに記載の電位測定装置。
【請求項９】
請求項１乃至８の何れかに記載の電位測定装置と、電位測定装置を用いて画像形成の制御
を行う画像形成手段とを備えたことを特徴とする画像形成装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
図５に、図４の変形回路を示す。図５の回路の異なる点は、図４の回路での高抵抗Ｒ３が
省略されていることである。図５の回路において、検知電極１０５は仮想接地されている
と見なすことができる。厳密には、オペアンプ（ＯＰ-ＡＭＰ）の入力バイアス電圧の電
位差ΔＶが存在するが、測定したい対象電位に対して極端に小さい値であるので、無視で
きる。そのため、図５の回路では、出力信号に含まれる誤差信号が極端に小さい。
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